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研究成果の概要（和文）： 

これまでに研究代表者が行ってきた地球環境保全のためのマッチング協定の有効性に関す
る研究を，2 つの方向で拡張した．第 1 に，非対称な国家をプレイヤーとする場合でも，
効率的な協定が自己拘束的になるようなマッチング協定のルールが存在することを示した．
第 2に，マッチングのルールを拒否する国の存在を許容し，加盟国，非加盟国間の行動の
相互依存性を考慮した場合にも効率性と自己拘束性が両立することが示された．これらの
結果により，マッチング協定の有効性をより現実的な枠組みで確認することができた． 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
I have extended my own previous researches concerning the effectiveness of matching agreements 

on global environmental issues in two directions. First, in the case of asymmetric countries, there 

exists a matching rule where the efficient agreement is self-enforcing just as the symmetric case. 

Second, the efficiency and the self-enforcement can be satisfied at the same time when we consider 

the interdependencies between the actions of signatories and those of non-signatories by allowing 

the existence of countries that do not commit to the matching. Thus, matching agreements have 

turned out to be effective in more realistic frameworks. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 国際環境協定 

政府など明確な規制当局が存在する 1国内

の環境問題とは大きく異なり，地球環境問題

の解決に向けては国家間の交渉および国際

環境協定の締結が不可欠である．全世界の社

会厚生を最大にするという意味で効率的な



 

 

汚染物質削減をすべての国が行うことを定

めた国際環境協定が締結され，各国がそれに

加盟し協定の内容を遵守する状況が望まし

い．しかし他国の汚染削減にただ乗りをする

インセンティブが一部の国に生じ，そのため

に協定に参加しないという事態がしばしば

生じる．そのような場合に「逸脱者」を罰す

ることは困難である．どの国もただ乗りに対

するインセンティブをもたないような協定

を自己拘束的という．ただ乗りを防止して多

くの国による自己拘束的な協定を実現する

ためのルールづくりが望まれる． 

 

(2) 先行研究 

国際環境協定の理論的分析の初期の重要

な論文としては Carraro and Siniscalco (1993, 

Journal of Public Economics)，Barrett (1994, 

Oxford Economic Review) などがあり，これら

は自己拘束的な協定のサイズが多くの場合

非常に小さいという結果を示している．国際

環境協定のモデルは，通常ゲーム理論的枠組

により 2 段階ゲームとして記述される．第 1

段階で各国はまず環境協定に加わるかどう

かを決定した後，第 2段階で加盟国は話し合

いによって削減量を決定する．一方非加盟国

は非協力的に（独立に)自国の削減を決める．

利得は各国の削減量の関数として定義され

る．第 1段階において各国は最終的な利得（削

減の便益から削減費用を引いたもの）を考慮

に入れつつ加盟するかどうかを決定する． 

1990年代後半以降，さまざまな要素を付け

加えた研究が行われたが，それらの結果は一

様に，モデルの設定や仮定において各国の利

得構造や行動様式に大きな制約を課さなけ

れば自己拘束的な協定のサイズが増加しな

いことを示しており，国際環境協定の制度設

計の困難さを物語っている． 

 

２．研究の目的 

本 研 究 で は Guttman (1978, American 

Economic Review) により提案され，他の研究

者達によってさらなる理論的分析がなされ

たマッチングの概念を国際環境協定に適用

し，環境対策に関する国際的なマッチング協

定の有効性を検証する．環境問題にマッチン

グ協定を適用する最初の提案は Rübbelke 

(2006, Environmental Economics and Policy 

Studies) によってなされている．マッチング

協定では汚染削減量についての話し合いを

するのではなく，各国のマッチング率という

ものを定める．その後すべての国が非協力的

に(独立に)基準削減量を定め，最終的に各国

は自国の基準削減量だけでなく，それに加え

て他国の基準削減量にマッチング率を乗じ

た量の削減を課されることになる．Rübbelke 

(2006) は環境対策の副次的便益に注目し，新

たな副次的便益の発見がなされたときに各

国が基準削減量を更新するだけでそれに対

処でき，多くの場合マッチング率に関する再

交渉の必要がないという点でマッチング協

定が有用であることを強調している．前項で

記した研究はどれもモデルの設定や仮定に

おいて各国に大きな制約を課しているとい

う弱点があるが，このマッチング協定という

概念は，単純なルールのもとで各国に必要以

上のコミットメントを強いることがないと

いう点で魅力的である． 

しかし Rübbelke (2006)では，モデルが複雑

であることから明示的な均衡の計算はなさ

れておらず，再交渉が必要な場合もあること

が示されており，マッチング協定の有効性に

関する議論はあまりはっきりしたものでは

ない．またすべての国は同一のプレイヤーで

あり，国家間の非対称性が分析されていない．

そこで本研究では非対称な国々による効率

的なマッチング協定の自己拘束性に焦点を



 

 

当て，単純な汚染削減に関する公共財供給ゲ

ームの枠組で望ましい自己拘束的な解が導

かれるかどうかを考察する． 

 

３． 研究の方法 

まず今まで行ってきた研究を統一的枠組

でとらえ直すことを目的として，研究課題を

整理する．国内外の論文，著書を検索して類

似研究の進行状況をサーベイする．とくにマ

ッチング協定に焦点をあてた論文について，

慎重なサーベイを行う．提携形成ゲームの理

論，最適化理論，公共経済学に関する最先端

の文献を読み，新しい分析手法を検討する．

それらを参考に，新しい方法論を提案・吟味

し，自分の過去の研究も含めた既存の国際環

境協定モデルを発展・拡張する作業およびマ

ッチング協定の有効性に関する検証を幅広

く行う．それらと並行して現状を正確に理解

するために，現実の温暖化問題などに関する

協定がどのように推移しているかについて，

最新の詳細なデータを収集する．2 年目の終

わりまでには研究成果を論文にまとめ，3 年

目には国際学会での報告，海外のジャーナル

への投稿を行う．どの国も抜けるインセンテ

ィブをもたない国際環境協定の制度設計に

関する政策上の示唆を得ることが本研究の

最終的な目的である． 

 

４． 研究成果 

(1) 平成 21年度の成果 

平成 21 年度の研究成果は学会発表①の内

容に集約されている．この論文では越境汚染

問題に対処するための非対称な国家間によ

る環境マッチング協定の有効性をゲームモ

デルにより検証している．先行研究において，

各国は同一の利得関数をもつ対称的なプレ

イヤーとされているが，現実の越境汚染問題

に関する交渉では国の置かれている状況の

差異が合意形成を妨げる重要な要因の 1つと

なっている．そこで非対称な国々による効率

的なマッチング協定の自己拘束性に焦点を

あてた分析がなされる． 

協定の第 1段階でマッチング・ルールの周

知および所得移転額の決定がなされ，マッチ

ング協定が締結される．協定への参加を拒否

する国が現れた場合，マッチング・ルールは

適用されない．すべての国が協定に参加する

場合に限り，ゲームは第 2 段階以降に進む．

第 2段階ではマッチング率，第 3段階では（各

国のマッチング率の値を所与として）基準削

減量がいずれも非協力的に決定される．各国

は自国の基準削減量に加え，マッチング率と

他の国の基準削減量に依存した量の追加的

削減を命じられる． 

非対称な国家によるゲームの分析を行っ

た結果，効率的な結果を導く自己拘束的な協

定が存在することが明らかになり，従来の研

究結果を非対称な国家という，より現実的な

枠組みに拡張することに成功した． 

なお学会発表②の論文は上記論文の日本

語版であり，まったく同じ内容である． 

 

(2) 平成 22年度の成果 

学会発表③は平成 21 年度の学会発表①と

同タイトルであり，基本的に内容は同一であ

るが，モデルでおかれていた不自然な仮定を

なくすという改訂が加えられている． 

平成 22 年度の研究成果はディスカッショ

ンペーパーとして刊行した雑誌論文①に集

約されている．論文の内容を以下に述べる． 

研究代表者自身の研究も含め，既存の研究

ではすべての国が無条件でマッチング・ルー

ルを受け入れることを仮定している．しかし

マッチングを否定し協定自体に参加しない

国が出現する可能性を検討することも重要

であるため，本論文ではゲームの最初（第 1

段階）に各国が協定に加盟するかどうかを決



 

 

定するという仮定をおく．そして第 2段階で

加盟国が話し合いによってマッチング率を

定め，さらに第 3段階ですべての国が汚染の

基準削減量を非協力的に定める． 

この設定のもとで対称な国をプレイヤー

とするゲームの分析を行った結果，第 1 段階

での均衡が「すべての国が協定に参加」とな

る，つまりすべての国からなるマッチング協

定が自己拘束的であることが示される．その

理由は，ある国が単独でマッチング協定を離

脱しても，それに応じて残りの国からなる協

定が決定するマッチング率の値は 1より小さ

くなり，結果的に離脱した国の利得が減少す

ることである．さらに均衡の結果として効率

的かつ衡平な協定が導かれる． 

本論文の貢献は，これまで得られなかった

自己拘束的な協定のスキームを明確に示し

た点と，マッチングにコミットしない国の存

在を許容し，加盟国，非加盟国間の行動の相

互依存性を分析することによって既存の研

究を拡張した点である． 

 

(3) 平成 23年度の成果 

  平成 23 年度においては，学会発表①の内

容をさらに改訂した論文を国内の学会で報

告し（学会発表④），国際ジャーナルに投稿

して掲載が認められた（雑誌論文②）． 

さらに雑誌論文①の内容を国際学会で報

告した（学会発表⑤）．入念な改訂を経て現

在国際ジャーナルに投稿中である． 
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